






























































































こと（第 8 条 2 項）、廃棄物の適正処理・適性処




























のためのさまざまな施策（同法第 5 節の第 22 条











１ ． 環 境 基 本 法 の 構 成  
地 球 環 境 問 題 は 、 国 際 連 合 が 、 1 9 9 2 年 に ブ ラ ジ ル の リ
オ ・ デ ・ ジ ャ ネ イ ロ で 「 環 境 と 開 発 に 関 す る 国 際 連 合 会
議 （ 通 称 ： 地 球 サ ミ ッ ト ）」 を 開 催 し 、 持 続 可 能 な 開 発 に
向 け た 新 た な 地 球 規 模 の 枠 組 み と し て 「 環 境 と 開 発 に 関
す る リ オ 宣 言 （ 略 称 ： リ オ 宣 言 ）」 と 、 そ の 宣 言 を 受 け て
地 球 環 境 保 全 の た め の 具 体 的 な 行 動 計 画 と 資 金 協 力 を 定
め た 「 ア ジ ェ ン ダ 2 1 」 な ど が 採 択 さ れ た 。  
図 1  わ が 国 の 主 な 環 境 関 連 の 基 本 法  
 
こ の こ と を 受 け て 図 1 に 示 す よ う に 、 1 9 9 3 年 に 公 害
対 策 基 本 法 （ 1 9 6 7 年 施 行 ） と 自 然 環 境 保 全 法 （ 1 9 7 2 年
制 定 ） の 流 れ を 受 け て 、 環 境 基 本 法 と 新 た な 自 然 環 境 保
全 法 に 改 正 し 、 地 球 環 境 問 題 を 中 心 と す る 基 幹 法 へ 変 更
と な た 。 2 0 0 0 年 代 に 入 る と 、 循 環 型 社 会 形 成 推 進 基 本
法 と 生 物 多 様 性 基 本 法 を 制 定 し 、 環 境 保 全 の た め の 総 合
的 な 枠 組 み を 構 築 し た 。  
環 境 基 本 法 の 目 的 は 、「 環 境 の 保 全 に つ い て 、 基 本 理
念 を 定 め 、 並 び に 国 、 地 方 公 共 団 体 、 事 業 者 及 び 国 民
責 務 を 明 ら か に す る と と も に 、 環 境 の 保 全 に 関 す る 施 策
の 基 本 と な る 事 項 め る こ と に よ り 、 環 境 の 保 全 に 関
す 施 策 を 総 合 的 か つ 計 画 的 に 推 進 し 、 も っ て 現 在 及 び
将 来 の 国 民 の 健 康 で 文 化 的 な 生 活 の 確 保 に 寄 与 す る と と
も に 人 類 の 福 祉 に 貢 献 す る こ と （ 第 1 条 ）」 と し て い る 。  
 環 境 基 本 法 で は 、「 国 や 地 方 公 共 団 体 、 事 業 者 、 国 民 の
責 務 を 示 し て い る 。 国 の 責 務 と し て は 、 国 は 、 前 3 条 （ 環
境 の 恵 沢 の 享 受 と 継 承 ） に 定 め る 環 境 の 保 全 に つ い て の
基 本 理 念 （ 以 下 、 基 本 理 念 と す る ） に の っ と り 、 環 境 の
保 全 に 関 す る 基 本 的 か つ 総 合 的 な 施 策 を 策 定 し 、 及 び 実
施 す る （ 第 6 条 ）」 と し て い る 。  












る（第 21 条 1 項）。
その他に、土地利用に関する公害防止規制（第
21 条 2 項）、自然環境保全に関する規制（第 21
条 3 項）、野生生物保護、地形・地質・温泉源な
どの自然物の保護に関する規制（第 21 条 4 項）、
公害及び自然環境の保全上の支障が共に生ずるか
又は生ずるおそれがある場合にこれらを共に防止










































済 主 体 （ 企 業 や 個 人 な ど ） に 対 し 何 ら か の 制 裁 や 処 罰 を
与 え る 政 策 手 法 で あ る 。 こ れ は 政 策 当 局 が 環 境 問 題 の 原
因 と な っ て い る 各 経 済 主 体 に 対 し て 汚 染 物 の 排 出 量 な ど
を 直 接 コ ン ト ロ ー ル し 、 迅 速 か つ 確 実 に 環 境 汚 染 防 止 な
ど の 効 果 を 重 視 す る 手 法 と な る 。  
表 1 環 境 基 本 法 の 政 策 手 法 と 国 が 講 ず る 施 策  
 
（ 出 展 ） 倉 坂 秀 史 ［ 2 0 0 4 ］， p p . 1 9 5 - 2 4 1 を も と に 作 成 ．  
環 境 基 本 法 に お け る 規 制 的 手 法 を 用 い る 施 策 は 、「 環
境 の 保 全 上 の 支 障 を 防 止 す る た め の 規 制 」と あ り 、「 国 は 、
環 境 の 保 全 上 の 支 障 を 防 止 す る た め 、 次 に 掲 げ る 規 制 の
措 置 を 講 じ な け れ ば な ら な い （ 第 2 1 条 ）」 と し て い る 。
こ れ は 、 公 害 対 策 基 本 法 を 引 き 継 ぐ も の で 、 典 型 7 公 害
を 対 象 と し た 事 業 者 に 対 す る 規 制 を 講 ず る こ と を 規 定 し
て い る （ 第 2 1 条 1 項 ）。  
そ の 他 に 、 土 地 利 用 に 関 す る 公 害 防 止 規 制 （ 第 2 1 条 2
項 ）、 自 然 環 境 保 全 に 関 す る 規 制 （ 第 2 1 条 3 項 ）、 野 生
生 物 保 護 、 地 形 ・ 地 質 ・ 温 泉 源 な ど の 自 然 物 の 保 護 に 関
す る 規 制 （ 第 2 1 条 4 項 ）、 公 害 及 び 自 然 環 境 の 保 全 上 の
支 障 が 共 に 生 ず る か 又 は 生 ず る お そ れ が あ る 場 合 に こ れ
ら を 共 に 防 止 す る た め の 規 制 （ 第 2 1 条 5 項 ） が 規 定 さ
れ て い る 。 こ れ ら の 規 制 は 、 人 の 健 康 や 生 活 環 境 に 係 る
環 境 破 壊 を 防 止 す る た め に 必 要 な 規 制 を 講 じ る こ と に な
っ て い る 。  
さ ら に 、「 国 は 、 環 境 の 状 況 を 把 握 し 、 及 び 環 境 の 保
全 に 関 す る 施 策 を 適 正 に 実 施 す る た め に 必 要 な 監 視 、 巡
視 、 観 測 、 測 定 、 試 験 及 び 検 査 の 体 制 の 整 備 に 努 め る も
の と す る （ 第 2 9 条 ）」 と あ り 、 規 制 の た め の 「 監 視 等 の
体 制 の 整 備 」 す る こ と も 重 要 で あ る 。  
 次 に 、「 環 境 の 保 全 上 の 支 障 を 防 止 す る た め の 経 済 的 措







事業（第 23 条 3 項）」、「公共的施設の適切な利用
を促進するための措置（と）これらの施設に係る
環境の保全上の効果が増進されるために必要な措














































































































































こ の 環 境 へ の 負 荷 は 、 産 業 革 命 以 降 に な る と 大 き く な
っ た と 考 え ら れ る 。 図 2 の ① に 示 す よ う に 産 業 革 命 以 前
の 社 会 は 、 人 間 の 経 済 活 動 の 規 模 （ 水 準 ） は 小 さ く 、 そ
の 活 動 範 囲 も 限 ら れ て い た た め 、 人 間 の 環 境 破 壊 力 は 限
定 的 で あ っ た 。   
図 2  自 然 の 復 元 能 力 と 人 間 の 環 境 破 壊 力 の 関 係  
 
さ ら に 、 自 然 環 境 そ の も の に 復 元 能 力 が あ り 7 、 人 間 の
環 境 破 壊 力 に よ っ て 環 境 へ 負 荷 を 与 え ら れ て も 自 然 環 境
は 回 復 す る こ と が 可 能 で あ っ た た め 、 地 球 規 模 の 環 境 破
壊 ま で に は 至 ら な か っ た 。  
 し か し 、 産 業 革 命 に よ っ て 次 の 3 つ の 点 が 大 き く 変 化
し た こ と に よ り 、 人 間 の 環 境 破 壊 力 が 大 き く な っ た 。 そ
の 環 境 破 壊 力 を 大 き く し た 3 つ の 変 化 と は 、 ① 産 業 の 重
点 が 農 業 か ら 鉱 工 業 へ シ フ ト し た こ と 、 ② 蒸 気 機 関 の 発
明 に よ っ て 化 石 燃 料 が 使 用 さ れ る よ う に な り 、 エ ネ ル ギ
ー 源 の シ フ ト し た こ と 、 ③ 造 船 技 術 の 向 上 に よ っ て 国 際
貿 易 が 拡 大 し た こ と で あ る 。 こ れ に よ り 、 人 間 の 経 済 活
動 の 規 模 と 範 囲 は 飛 躍 的 に 拡 大 し 、 図 2 の ② に 示 す よ う
に 、 人 間 の 環 境 破 壊 力 が 環 境 の 復 元 能 力 を 大 き く 上 回 る
こ と に な っ た 。 そ の 結 果 、 自 然 環 境 が 回 復 困 難 に な る ま
で 破 壊 さ れ 、 地 球 規 模 で の 環 境 問 題 が 表 面 化 す る こ と と
な っ た 。  
 現 在 の 経 済 シ ス テ ム は 、 自 然 環 境 か ら の 多 種 多 様 な 資
源 を 大 量 に 利 用 し て 、 不 要 物 を 地 球 環 境 に 大 量 に 排 出 す
る こ と で 経 済 成 長 に つ な げ る 仕 組 み と な っ て い る 。 す な
わ ち 、 不 要 物 を 自 然 環 境 に 大 量 に 捨 て 続 け る こ と で 効 率
的 な 経 済 シ ス テ ム を 構 築 し た 。  
 こ う し た 資 源 採 取 か ら 排 出 物 ・ 汚 染 物 の 排 出 ま で の 一
連 の 流 れ は 、 人 々 の 生 活 を 豊 か に し た 一 方 で 、 こ の ま ま
産 業 革 命 以 降 に 形 成 さ れ た 環 境 破 壊 型 経 済 シ ス テ ム を 続
け て い く と 、 地 球 環 境 の 深 刻 化 す る こ と に な る 8 。  

















































































５環境省［2003］，「平成 15 年版環境白書」環境省 HP，






















40 巻第 2 号，pp.216-222．
六車　明［2010］，「環境と経済（５）：環境の保全につい
ての基本理念における環境と経済」，『慶應法学（慶應義
塾大学）』，第 18 号，pp.1-17．
